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地球温暖化防止京都会議(COP3)の成果と今後の対応

竹本和彦

環境庁地球環境部調査官

干1∞東京都千代田区霞ヶ関1品2

地主知即愛化防止京都会議は、昨年 12月 11日、当

初の会期を一日延長し、「京都議定書」を全会一致で

採択して終了した。

本会議は、正式には「気候変動桝』揃ヲ第三回締約

国会議」と称され、世界の各地から総勢 1万人近く

にのぼる参加者(うち締約国から約 1，5∞人、国際機

関やNGO等オブ、ザーパ寸84，∞0人及び報道関係者

約 4，0∞人)を得て開催された。本会議は、 2年半前

ベルリンで開催された第 1回締約国会議において合

意された「ベルリン・マンデート」の結論を出すゴー

ルとなるべきものであることから、全世界の大きな注

目を浴びることとなったO

科部土、この京都会議における成果についてとりま

とめを行うとともに、こんごの課題に我が固としてど

の様に対応していくかについて検討を行ったものであ

る。

1 .京都会議の成果

京都会議の結果、いくつか今後の検討品題語、滅され

たものの、先進国全体として却08年から 2012年ま

での聞に温室効果ガスを全体として少なくとも 5%削

減を義樹寸けするなど、まさに「歴史的な第一歩」を

標したと言うことが出来る。

京都会議の準備会合ともいえる「ベルリン・マンデ

ート特別会合J(1995年から 8回の会合を開催)にお

いても、先進国と途上国との考えの大きな隔たりや先

進国間の対立、途上国同志での駆け引きがあり、交渉

が葉鞠tを極めた。それだけに、ぎりぎりの交渉で合意

にこぎつけたことは大し寸こ評価されるべきものと思わ

れる。

削減目標については、目標水準設定の前提となる、

対象ガスの範囲、基準年、目標年(期間)の考え方、吸

収源の扱い、先進国で統一的な目標(一律)又は各国

の事情に応じて差異のある目標(差異化)、及び目標達

iCOP3で採択された一ーものポ司
1.数値目標{第3条〕

対象ガス 二酸化炭素、メタン、重酸化窒索、田℃、 PFC、宙5

基準年 1990年 (EFC、PFC、SF6については1995年とし:得る〉

吸収源の 限定的な活動(1990年以降の新規の植林、再植林及び森林減少〉

取扱い を対象とした混室効果ガス吸収量を加味

目標期間 2008年から2012年

削減目標 附属書 I締約国全体の対象ガスの人為的な総誹出量を、目標期間中

に基準年に上主べ全体で少なくとも 5%削減する。

各階属書I締約国は、目標期間中の対象ガスの人為的な排出量が、

個別の割当量を超過しないことを確保する。例えば、

日本の割当量:基準年の94%(6 %剖減)

米国の割当量:基準年の93%(7 %削減〉

EUの割当量:基準年の92%(8 %削減〉

バンキング 目標期間中の割当量に比べて排出量が下回る場合には、その差は、

次期以降の目標期間中の割当量に加えることができる。

2.政策・措置{第z条)

各附属書I締約国(先進国〉は、数値目標を達成するため、例えば、エネルギー

効率の向上等の措置をとる。

3.パブル(共同達成) (第4条)

数値目標の達成の約束を共同で集たすことに合意した附属書I締約国は、これら

諸国の総排出量が各締約国の割当量の合計量を上回らない場合には、その約束を果

たしたと見なされる。(これらの規定により EUパプルが可能となる。〉

4.排出量取引(第17集〕

F昔属書 I締約国は、議定書の約束を達成するために、排出量取引に参加できる。
条約の締約国会議は、排出量取引に関連する原則やルール、ガイドライン等を決定

する。数値目標の違肢を果たすため、全ての附属書 I締約留は、他の附属書I締約

国から、割当量を移転又は獲得することができる。 COP3においては、排出量取
引に関し、 COP4において関連規則などを検討することなどを決めた。

5.共同実漉(第6条〉

数値目標を達成するため、附属寄 I締約置は、発生源による人為的排出を削誠す

ることあるいは吸収源による人為的除去を増進することを目的としたプロジェクト

による排出削減ユニγ トを他の附薦書I締約冨に移転し、又は他の附属書 I締約国

から獲得することができる。附属書 I締約菌と非附属書 I締約国との共扇実施は、

クリーン開発メカニズムの下で行うことができる。

6.クリーン開発メカニズム(第12重量)

クザーン開発メカニズムは、非附属書I締約国の持続可能な開発と気候変動枠組

条約の目的達成を支援し、かつ附属書I締約毘の数髄目標の達成を支援するもの。

本メカニズムにより、非附属書 I締約国は排出削減に繋がるプロヲェクト実施によ

る利益が得られ、附属書I締約国はこうしたプロヲェクトによって生ずる「承認さ

れた削減量」を自国の数値目標の達成のために使用できる。

7.不履行(第 18条)

本議定書の第1回締約国会合で、例えば不履行の原因、態様、程度や頻度を考慮

に入れた不履行の内容に関するリスト等、条約の不履行に対する適正かっ効果的な

手続及び仕組みについて承認される。

8.発効要件{第25条〕

本議定書を批准した附属書 I締約国の合計の二酸化炭素の1990年の排出量が、金

柑窟書 I締約国の合計の排出量の55%以上を占め、かっ、 55ヶ国以上の国が批准し

た後、 90日後に発効。
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成手段として国際的取引等の導入の是非等を巡り、多

くの国の間での考えが分かれていた。京都会議におい

ても日夜を間わず、各国代表団の間で集中的な交渉が

行われた()(12月8日からは、大臣レベルの直接折衝

も頻繁に行われた。)

これらの交渉の結果、対象ガスについては 6つの

ガス(二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素、 E昔、C、PFC、

SF6)とし、基準年については 1鈎O年(代替フロンに

ついては使用実態に即し 1995年とすることが可〕と

することで合意された。また、排出量取引、共同実施、

クリーン開発メカニズムなどについては、それらの導

入について原則的に合意された。更に、吸収源につい

ては、限定的な活動として r1990年以降の新規の植

林、再植林及び森林減少」を対象とした温室効果ガス

吸収量を加味することで合意された。自Ij添「京都議

定書のポイントJ参照)

2.今後の課題と対応

上述のとおり、京都会議においては多くの成果を収

めることが出来たが、今後の課題としていくつかの事

項が残されており、これらへの対応が求められている

地球温暖化対策推進法案の提案の背景

日本の平成2年 0990年)比の二酸化炭素排出量は

ネーーして一一でM
年比で9%以よの伸び)。
このため、京都議定書の6%削減目標の達成に備え
早い段階からの準備が必凄。後送りすればするほと
対策はドラスティックになるおそれ。
(参考:中央環境審議会の3月68の答申本文)

CO  P 3 (地球温暖化防止京都会議、昨年12月)
の議長国として、他の先進国における園内対策強化

八 に弾みをつけることが必要。
2l争(COP 4(梓 11月、アルゼンチン)までは跡留が議長国。〉

~~ゆくゆくは必要となる途上国の巻き込みを円滑に進
"'--めていくため、まずは、先進国の真剣な取り組みに
対する途上国の信頼惑を高める。
〈参考 :68環境大臣会合099昨 4月、英国}コミュニケの認識)

地球温暖化対策は、省エネ・省資源を一層進めるも
の。地球温暖化対策への投資は需要拡大効果を持つ
合Tごけでなι効率的な経済づくりにも役立ち、長期
ノJ 智的な生産性や競争力の改善につながる。世界に先駆
...... 融けて行動を起こすことが、設が国の繁栄にもつなが
否。
〈参考:中央環境審議会の3月6自の答申「おわりにJ) 
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ところである。

(1)我カ潤の国内対応

我が国が京都において約束した温室効果ガスの

1990年比 6%削減という目標を達成するための施策

の整備・促進を図ることが必要である。

この一環として、昨年 12月 19日、内関総理大臣

を本部長とする「地粛副蔚ヒ対策推進本部j を内閣に

設置した。環境庁長官は、内閣官房長官及び通産大臣

とともに副本部長として柑長を補佐することとされ

た。この推進本部は、本年 1月 9日に第一回会合を

開催し、 t副長化対策を総針句lこ推進していくことを決

定したが、今後これを一層充実し、最終的には、本年

6月を目途に「地前副長化対策推進大綱J(仮拘のと

りまとめをすることとしている。

また、昨年 12月 16日、環境庁長官より中央環境

審議会に対して、京都議定書の円滑な実施の確保はも

とより、長期的、車齢柏句な混室効果ガスの排出削減等

のため、できるだけ早期に制度の整備をはじめとした

今後の地球温暖化防止対策のありかたについて所要の

検討を行う必要があるとして諮問を行った。中央環境

審議会では、この諮問に基づき精力的に検討を行い、

本年3月 6日に中問答申が出された。

地まま温暖化対策推進法案の
5つのポイント

専ら温暖化防止を呂的とする我が園初めての法制

1度。 r排出自由Jの考え方を改め、園、地方公共
団体、事業者、自民の全ての主体の役割を明らか

にする。 6%削減目標を達成するための将来の対策

にとって欠かせない「土台」を用意ぶ

6つの温室効果ガスの全てを対象にした取組を促

2進。二酸化農棄の対策としても、省エネ以外の取
組も含めて広く対策を捉選。特に、事業者につい

ては、他の者の取組に寄与する措置(製品開発

をも
翠翠悪霊

園、地方はもちろん、相当量を排出する宇宋告 1'-

3ついても、計画づくりやその実施状況の公表を促
す。これにより、国民に聞かれた形での計画的な

を広く促す。一

共通的な取組だけでなく、地方の実情に応じ

4たきめ細かな対策を推進。このため、地方公共団
体に封じても、地琢的問題に関してその責任の範

で可能な設割を発揮するように求める。

国民が行う温暖化防止のための行動を進めやすく

し、効果的にするための仕組みを設ける。

5 .国、都道府県の地球温暖化防止活動推進センター
(啓発・広報、椙譲、捨選員の研修、語査研究、製品情譲蚤供等)

・地球温暖化防止活動推進員
(個々の住民へのヲヱース・ツー・フェースの啓発、助言、情義提供)
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我が留の二酸化炭素の排出状況等

0我が国の二酸化炭素排出量

設が国の二酸化炭素排出量は、近年増加傾向にある o 現状程度の対策では、地珠温

暖化防止行動計画に掲げる2000年以降二酸化炭素排出量を1990年レベルで安定化する

等の目標の達成は困難な状況。

二酸化炭素排出量の提移

{長:棄護軍百万トン}
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0世界の中での位置

設が国は、世界第4位の二酸化炭素排出国。一国でアフリカ大陸全体、南米大陸全

体を大き〈上回る量の二酸化炭素を排出している o 設が匿の取組なくして、地球の混

暖化を防ぐことはできない。

白星ミ:米国オークリッジ彊立研究斎

ニE主化炭素常事長解析センター
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世界の二酸化炭素排出割合 (1995年)

総量 64億トン(長素主主算)
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0部門別の二酸化炭素排出量

二酸化炭素排出量の推移を部門別に見ると、全体の約4割を占める産業部門からの

排出量は横ばいで推移する一方、民生、運輸部門からの排出が大きく増加している。

。平成7年度 (19 9 5年度)の二毒化炭素読出量の部門別内訳
平成7J.手産 (1995年産)喝の二翠fl::畏葉穿出量のきZ門~J丙誌は下函のとおりであるョ外円は莞電に停
う排出量を電力消費量に応じて霊祭需要部門にE分した割合(上患の数字)を、また、内円は書留門の直
接排出量の割合(下設話彊内の輩字)を、それぞれ示しているg

ー 廃棄物1.5% 
5. 0% プラスチツーク等の護却)
工業プロセス
(石皮石活費)

1 1. 8% 
民生部門 (5. 6 %) 
(事業所ピ){..等業務)

ミ主) ・四捨五入のため、シヱアの合計{!必ずしも100%にならないことがある.
・パーセント表示止、排出2重量に対する笥合を示したものである，
. r蕊合エネルギー設計j等により建計したものである，一一
. rその他J，こは読計誤差友ひ宮沼治等の荒麦に伴う会が含ま札る，

。二設化炭素の部門別排出量の推移

エネルギ一転換器門

(莞電所、製泊所等)

6. 8% 
(29. 5 %) 

産業部門
4 0.' 3% (工場等)
(3 1. 2 %) 

平成2年J'i"(1 990掛から平成7年度 (1995年産)までのこ敵掠拙量の閉搬出量

の撞菩l手下回のとおりであるa

140.0 

排 120.0

出100.0
量

長 80.0
割亀

主義
li: 60.0 

言

器内 平定7年度排出量の伸び
出平或2年度増秘と)

産業 0%増

明里~~

逗孟草到 1 6 %増

16%増

注)莞電にi辛う二重量化炭素翠忠霊を釜塁笠需要ヨ円に草分したさ露出受をもとにpp，t
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政府は本答申を踏まえて、法案の作成作業を行い、 4

月28日に地球温暖化対策の宇街隼に関する法律案」

を関議決定し、同日国会に提出した(法案概要別脈資

料参照)。

(2)国際的枠組の更なる整備

京都議定書に目標の効率的達成のために導入された

排出量取引や共同実路、クリーン開発メカニズムにつ

いては、基本的な合意はみたものの、詳細については

今後の国際交渉に委ねられており、我が冒としてもこ

れら事頁に係わる交渉に積極的に貢献していく必要が

ある。

(3)途上国の更なる参加

途上国の更なる参加についても、今後一層の議論の

進展が必要とされている。途上国は、現在でも中国や

インドのように相当量の二酸化炭素を排出している国

があり(5j1J添資料参照)、今後とも人口の増加やエネル

ギー需要の伸びに伴い、二酸化炭素排出量が増加し続

けることが懸念されている。こうしたことから、京都

会議においては、「途上国も含め削減対策を講じてい

けるよう、出来るだけ早い段階から交渉を開始すべ

きJとの意見が先進国から出された。しかしながら「べ

資料

ノレリン・マンデート」では、「非付属書1締約国(すな

わち途上国)には、何ら新しい約束を導入しなし1 こ

とが明記されており、途上国グループはこの合意を楯

に、途上国の参加に関するあらゆる取り決めに対し、

一切反対との強硬な姿勢をとったO このため、結局京

都会議においては、合意に至ることが出来なかったO

しかしながら、今後途上国の更なる参加について真剣

に考えていく必要があり、本年 11月ブエノス・アイ

レスにて開催される COP4及びその準備段階から集

中的に議論されていくべきものと考えられる。

3.まとめ

気候変動問題は、世界の各国が共同して対応してい

くべきものである。とりわけ、今後将来的に更に厳し

い削減目的に向けて一層の努力が求められている。こ

のため、今回の京都会議における合意は、これからの

対策を大きく前進させていく上で、重要な出発点とし

で位置づけられるものといえる。同時に残された課題

に対して世界各国が積極的に協力していくことこそが

/京都会議の合意に魂を入れていく上で不可欠なもの

となっている。
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